
新型インフルエンザ（Å／HINl）対策総括会議 報告書  

平成22年6月10日  

1．はじめに  

平成21年4月に新型インフルエンザ（Å／HINl）が海外で発生して以降、政府において  

は、重症者や死亡者の数を最小限にすることを最大の自標として渇げ、広報活動、検疫の  

強化、サーベイランス、学校等の休業を始めとした公衆衛生対策、医療体制の整備、ワク  

チンの供給や接種などの努力を行ってきた。   

第1波が終息した現段階において、我が国の死亡率は他の国と比較して低い水準にとど  

まっており、死亡率盲少なくし、重症化を減少させるという当初の最大の目標は、概ね達  

成できたと推察される。死亡率が低い理由については、現時点では未解明であるが、広範  

な学校閉鎖、医療アクセスの良さ、医療水準の高さと医療従事者の献身的な努力、抗イン  

フルエンザウイルス薬の迅速な処方や、手洗い・うがいなどの公衆衛生意識の高さなどが  

指摘されている。こうした成果の多くが、国民一人一人の努力と病院、診療所、薬局など  

で働く医療従事者など現場の努力の賜と考えられる。   

このように、死亡率が低い水準にとどまったことに満足することなく、厚生労働省がこ  

れまで講じてきた対策を評価し、、今後の再流行や、将来到来することが懸念されている新  

興・再興感染症対策に役立てていく∵ことは重要である。特に、H5Nlなどの新型インフ  

ル工ンザが新たに発生する可能性は減少しておらず、その病原性がどの程度かは予測不可  

能であることから、様々な場合を想定して万全の対策を講じておくことが重要である。   

本会議は、計7回の会議で40名超の特別ゲストにお越しいただきご意見をいただくな  

ど、現場の状況を十分に踏まえる努力をしつつ議論を行った。   

これらを踏まえ、ここに厚生労働省に対する提言として報告書をまと吟た。厚生労働省  

は、関係省庁とも密に連携を図りながら、また、検討の過程を随時オープンにしつつ、こ  

の報告内容を国の対策に活かしていくべきである。  

2．全般的事項  

（1）絵括に当たって   

平成21年4月末の新型インフルエンザ（A／HINl）発生を受け、厚生労働省は情報収集に  

努め、危機管理対策として迅速に対応したことには一定の評価をするとの意見がある丁方  

で、対策については様々な問題点が指摘された。本会議では、これらの問題点を中心に、  

事実関係を整理した上で、厚生労働省の考え方や現場の意見を聞き、今後に向けての教訓  
を取りま七め、提言を行うものである。   

総括に当たって、厚生労働省の対策には、当時、以下の準備不足や制約があったことに  
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留意し、各論の提言においては、こうした課題の根本的な改善と、運用面の改善とを区別  

して提言を取りまとめた。  

一 新型インフルエンザ発生時の行動計画、ガイドラインは用意されていたが、病原  

性の高い鳥インフルエンザ（H5Nll）rを念頭に置いたものであったこと  

－ また、行動計画・ガイドラインは、突琴大規模な集団発生が起こる状況に対する  

具体的な提示が乏しかったこと   

・平成21年2月のガイドラインの改訂から間もない時期に発生したことから、検疫  

の実施体制など、ガイドラインに基づく対策実施方法について、国及び地方自治体  

において、事前の準備や調整が十分でなかったこと  

パンデミックワクチンの供給については、国内生産体制の強化を始めたばかりで  

あり、一度に大量のワクチンを供給できなかったこと  

病原性がそれ程高くない新型インフルエンザに対応して臨時にワクチン接種を行  

う法的枠組みが整備されていなかったこと  

（2）提言   

○ 会議では、各テーマごとに議論を進めたが、各テーマごとに共通の課題が明らかと  

なった。このため、以下の点について、全般に係る提言としてここに提起する。  

【病原性等に応じた柔軟な対応】  

1． いわゆる水際作戦・学校閉鎖等、感染症拡大防止対策の効果の限界と実行可能   
性を考慮し、感染力だけでなく致死率等健康へのインバク．卜等を総合的に勘案し   

て複数の対策の選択肢を予め用意し、状況に応じて的確に判断し、どの対東を講   

じるのかを柔軟に決定するシステムとすべきである。ただし、流行の初期におい   

ては、病原性や感染力等疫学情報が不明又は不確かな場合が多いので、万が一病   

原性が高かった場合を想定し、最大限の措置を選択せざるを得ないことに留意が   

必要である。  

こうした観点に立ち、今後新た七新型インフルエンザが発生した際に、速やか   

に、かつ、円滑に行動できろよう、行動計画やガイドラインについて、現行をベ   

ースとして見直す必要がある。  

【迅速1合理的な意思決定システム】  

2． 迅速かつ的確に状況を分析、判断し、決断していく必要があることから、国  

における意思決定プロセスと責任主体を明確化するとともに、医療現場や地方自  

治体などの現場の実情や専門家の意見を的確に把握し、迅速かつ合理的に意思決  

定のできるシステムとすべきである。亭た、可能な限り議論の過程をオープンに  

することも重要である。   

【地方との関係と事前準備】  

3． 地方自治体も含め、関係者が多岐にわた 
間で対処方針の検討や実践的な訓練を重ねるなどの準備を進めることが必要で  

ある。  
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また、パブリックコメントなどを通じて広く国民の意見を聴きながら、事前に   

決めておけることはできる限り決めておくとともに、地方がどこまで裁量を持つ   

かなどの役割分担についても、できるだけ確認をしておくことが必要である。   

【感染症危機管理に関わる体制の強化】  

4． 発生前の段階からの情報収集・情報提供体制の構築や収集した情報の公開、発  

生時の対応を一層強化することが必要であり、このため、厚生労働省のみならず、  

国立感染症研究所（感染症情報センターやインフルエンザウイルス研究センター  

を中心に）や、検疫所などの機関、地方自治体の保健所や地方衛生研究所を含め  

た感染症対策に関わる危機管理を専門に担う組織や人員体制の大幅な強化、人材  
の育成を進めるとともに、関係機関のあり方や相互の役割分担、関係の明確化等   

が必要である。特に国立感染症研究所に？いては、米国CDC（疾病予防管理セ  

ンター）を始め各国の感染症を担当する機関を参考にして、．より良い組織や人員  

体制を構築すべきである。 

なお、厚生労働省における感染症対策に関わる危機管理を担う組織において  

は、感染症に関する専門的知識を有し、かつコミュケーション能力やマネージメ  

ント能力といった行政能力を備えた人材を養成し、登用、維持すべきである。  

【法整備】  

5． 対策の実効性を確保するため、感染症対策全般のあり方（感染症の類型、医療   

機関のあり方など）について、国際保健規則や地方自治体、関係学会等の意見も   

踏まえながら、必要に応じて感染症法や予防接種法の見直しを行う等、各種対策   

の法的根拠の明確化を図る。  

3．サーベイランス   

提言  

A．体制・制度の見直しや検討、事前準備を要する問題  

1．今回新たに導入した入院、重症及び死亡者サーベイランス並びにクラスターサー   

ベイランスについては、その必要性と地方自治体や医療機関の業務量を考慮しつ   

つ、平時を含めた運用時期や方法等について、まず既存のデータベースを公開した   

上で、報告する立場の人々の意見も聞きながら検討すべきである。   

2．厚生労働省及び国立感染症研究所によるサーベイランス実施体制の一元化や、サ   

ーベイランス結果の情報開示のあり方等を含む全体のサーベイランス方法や体制、   

特に評価に関わる方法や体制について、検討■強化すべきである。   

3．各国のサーベイランスの仕組みを参考にしつつ、地方自治体の意見も聞きながら、   
国立感染症研究所、保健所、地方衛生研究所も含めた日常からのサーベイランス体   

制を強化すべきである。とりわけ、地方衛生研究所のPCRを含めた検査体制など  
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について強化するとともに、地方衛生研究所の法的位置づけについて検討が必要で   

ある。   

4／また、サーベイランス担当者について、その養成訓練の充実を図るべきである。  

B．運用上の課題  

1．症例定義については、臨床診断の症例定義とサーベイランスの症例定義を明確に   

分けるべきである。また、サーベイランスの症例定義については、地方衛生研究所   

や保健所の処理能力も勘案しつつ、その目的に応じて、適切に実施できるように設   

定すべきである。  

2．都道府県や医療機関等に混乱を来たさないよう、病原性の翠さや感染状況に応   

じてサーベイランス方法を迅速かつ適切に切り替えることが必要である。  

4．広報・リスクコミュニケーション 

提言   

A．体制・制度の見直しや検討、事前準備を要する問題  

1．「発生前の段階から、外務省や在外公館などとも連携し、海外情報を含めた感染   

症の情報収集及び情報発信機能を抜本的l；高めるとともに、国民への広報やリス   

ケコミュニケーションを専門に取り扱う組織を設け、人員体制を充実させるべき   

である。   

2． 新型インフルキンザ発生等の危機管理においては、国民への迅速かつ正確な情   

報提供が極めて重要である。一方で、全国で斉一的に提供すべき情報については、   

地域毎に異なる対応とすれば混乱を招くことから、国が責任を持って、都道府県、   

市町村等と連携し、広報していくことが必要である。  

3． 国のみならず、保健所、市町村保健センター、本庁も含めた地方の行政機関の   

現場、各医療機関を含めた医療現場、こうしたすべての主体が新型インフルエン   

ザについての知識と理解を有し、分かりやすく国民に伝えることが重要である。  

また、国の発信した内容がどの程度国民や現場に意図した通りに伝わっている   

のか、随時確認し、広報等の内容に反映できるような仕組みを検討すべきである。   

4．感染症に関わる個人情報の発信のあり方を含めた報道のあり方について、今後、  

地方も含めたあらゆるレベルで、マスコミ関係者や患者由体、法曹関係者なども   

交えて具体的に検討するとともに、関係者の研修、教育、対話の充実が望まれる。  
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